
● 災害復旧工事による労働災害について （休業４日以上、死亡含む）

「平成28年熊本地震」（平成28年４月14日以後、平成29年12月31日現在累計）による災害復旧

工事による労働災害発生状況は、休業４日以上が242件（平成28年147件、平成29年95件）発生して

いる。そのうち、死亡災害は下記の10件発生している。

平成28年

・解体用の車両系建設機械でつかんだ木材が弾け飛んで近くにいた被災者に当たった

・外壁改修工事現場から会社へ帰る途中、高速道路で交通事故に遭った

・民家の屋根瓦の修復工事中、はしごとともに地上へ墜落した

・町道斜面の復旧工事中、落ちてきた鉄の材料が被災者に当たった

平成29年

・工場スレート葺き屋根上で作業中、スレートを踏み抜き墜落した

・ビル外壁補修工事において足場上でシーリング作業を行っていた被災者が墜落した

・家屋解体作業中、倒壊したブロック塀の下敷きになった

・ビル改修工事のための足場組立て中に墜落した

・住宅塗装工事において、足場上で吹付作業中、雨で濡れていたため滑って墜落した

・高床式倉庫の床を張る作業中墜落した

グラフ➀

災害の発生状況を月別にみると、平成28年４月から８月までの５か月間は月に20件前後発生

し、９月以降平成29年３月までは月10件前後、４月以降は、10件以下で推移している。
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➀ 月別発生状況

「平成２８年熊本地震」に伴う労働災害発生状況について
（平成29年12月31日現在累計）



グラフ➂

災害発生状況を事故の型別にみると、墜落・転落が47％、転倒が９％、飛来落下が10％、激突

されが６％、はさまれ巻き込まれが10％、動作の反動無理な動作が４％、切れこすれが５％と

なっている。

具体的には、瓦の撤去作業中屋根から転落したり、工場の修復作業中足場から転落したり、震

災で崩れた荷の後片付け中荷の上から転落したり、仮設住宅新築工事中足場から転落するなどの

災害が発生している。

グラフ➁

災害発生状況を業種別でみると、建設業が全体の89％を占めている。

そのうち、建築工事業が最も多く61％、次いで土木工事業が14％、その他の建設業（電気通

信、機械器具設置工事業など）14％となっている。

建築工事業, 148
人, 61%

土木工事業, 34人, 
14%

その他の建設業, 
33人, 14%

その他の業種, 
27人, 11%

➁ 業種別

墜落、転落, 113
人, 47%

転倒, 21人, 9%
はさまれ、巻

き込まれ, 24
人, 10%

激突, 3人, 
1%

激突され, 
15人, 6%

交通事故, 
6人, 2%

高温低温物接

触, 4人, 2%

切れ、こすれ, 13
人, 5%

踏み抜き, 
5人, 2%

動作の反動無理

な動作, 10人, 4%

飛来、落下, 
23人, 10%

崩壊、倒壊, 4
人, 2%

その他, 1人, 0%

➂ 事故の型別



グラフ➄

災害発生状況を休業日数別にみると、

２週以下 22％

２週超～１月以下 29％

１月超～２月以下 21％

２月超～３月以下 14％

３月超 14％

１年未満, 43人, 
18%

１年～３年未満, 
41人, 17%

３年～５年未満, 
18人, 7%

５年～１０年未満, 
28人, 12%

１０年～２０年未

満, 40人, 17%

２０年～３０年未

満, 30人, 12%

３０年以上, 42人, 
17%

➃ 経験年数別

２週以下, 53人, 
22%

２週超～１月以下, 
70人, 29%

１月超～２月以下, 
52人, 21%

２月超～３月以下, 
33人, 14%

３月超～, 
34人, 14%

➄ 休業日数別

グラフ➃

災害発生状況を経験年数別にみると、

１年未満 18％

１～３年未満 17％

３～５年未満 ７％

５～10年未満 12％

10～20年未満 17％

20～30年未満 12％

30年以上 17％

となっている。



製造業, 4
人, 11%

運輸交

通業, 6
人, 17%

商業, 8人, 
22%

通信業, 1
人, 3%

保健衛生

業, 4人, 
11%

接客娯楽

業, 12人, 
33%

その他の事

業, 1人, 3%

グラフ⑥ 業種別

墜落・転落, 
2人, 5%

転倒, 11人, 
31%

激突, 2人, 
5%

飛来・落下, 
2人, 5%

崩壊・倒壊, 
2人, 5%

激突され, 2
人, 6%

はさまれ、

巻き込ま

れ, 1人, 3%

踏み抜き, 2
人, 6%

高温・

低温物

接触, 
11人, 
31%

動作反動・

無理動作, 1
人, 3%

グラフ⑦ 事故の型別

「平成28年熊本地震」（平成28年４月14日以後、平成29年12月31日現在累計）によ

る労働災害発生状況は、前震、本震及び余震時において休業４日以上の労働災害が36

件発生している。

グラフ⑦

災害の発生状況を事故の型

別にみると、高温・低温の物

との接触及び転倒が最も多く

11人、墜落・転落、飛来・落

下、激突、激突され、崩壊・

倒壊及び踏み抜き２人となっ

ている。

具体的には、フライヤーの

油が飛び散って火傷したり、

地震で散乱したガラスを踏ん

で転倒したり、棚から落ちて

割れたガラス片で切創したり、

逃げるとき機械に激突したり、

揺れでバイクと共に転倒した

り、装置が倒れてきてはさま

れるなどの災害が発生してい

る。

グラフ⑥

災害の発生状況を業種別

にみると、接客娯楽業（飲

食店など）が最も多く12人、

次いで商業８人、運輸交通

業６人、製造業及び保健衛

生業４人となっている。

● 熊本地震及び余震による労働災害について （休業４日以上）



4月14日, 
15人, 
42%

4月16日, 
15人, 
42%

その他, 6
人, 17%

グラフ⑧ 災害発生日別

熊本, 25
人, 69%

菊池, 9人, 
25%

八代, 2人, 
6%

グラフ⑨ 署別

グラフ⑧

災害の発生状況を発生日で

みると、前震時（４月14

日）、本震時（４月16日）と

もに15人、また、余震時が６

人となっている。

グラフ⑨

災害の発生状況を監督署

別でみると、熊本監督署管

内が25人、菊池監督署管内

が９人、八代監督署管内が

２人となっている。

各監督署の管内の市町村は、下記のとおりです。

熊本署管内：熊本市、宇土市、宇城市、美里町、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町

菊池署管内：菊池市、山鹿市、合志市、大津町、菊陽町、阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、

南阿蘇村、西原村、高森町

八代署管内：八代市、氷川町、芦北町、津奈木町、水俣市

玉名署管内：玉名市、玉東町、長洲町、荒尾市、南関町、和水町


